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は じめ に

台湾 は､面積 約 36,000km2､人 口約 2,300万

人 を有 し､- 人 当た りGDPは 13,529ドル(2004

年現在 ) で あ る｡ 飛行 機 で行 く と､成 田空港

か ら約 3時 間半 ､関西空港か ら約 3時間 とい

う距離 だ｡台 湾 と 日本 は音 か ら深 い関わ りを

もって いる｡ 19世紀 末 日本 によ る 50年間の

植 民地 支配 ､そ の後 も政 治 ､経済 ､文化 ､環

境 な どの側 面 にお いて ､ 日本 は台湾 に とって

常 に身近 な存 在 で あ った し､ 日本 に とって の

台湾 もき っ と同 じだ った に違 いな い｡ したが

って ､お互 い を正 確 に理 解 し合 い､ アジアの

一員 と して協 力 し合 う ことが今 後 も求 め られ

て い る.そ れ が私 に とって ､ 日本 留学 を決意

した理 由の一 つ で あ るO 以下 で は､私 が生 ま

れ育 った台 湾 と､現 在研 究 して いる台湾 の原

子 力政策 につ いて述 べ た い｡

台湾 の歴 史

台湾 を正確 に理解 す るた め には､ まず台湾

の歴 史 か ら知 る必要 が あ る. そ こで ､台湾最

初 の住 民か ら今 日に至 る まで の経緯 を簡単 に

紹介す る としよ うOお よそ 7000年か ら 400年

前 ､南 島語 族 1系原住 民の祖 先が次 々 と台湾

に漂着 し､現在知 られ る最初 の住 民 とな った｡

16世紀 の大航海 時代 ､東 アジア にお ける貿易

と海 防 の拠点 と して ､東 ア ジ ア海 域 で貿易 と

植 民活 動 を行 って いた各 勢 力注 目の的 とな っ

たo な お ､ ヨー ロ ッパ船 で初 めて到着 した の

はポル トガル の船 で あ り,美 しい島の風景 に

感動 した船員 が ｢IlhaFormosa(あ あ､美 し

い島)｣と叫んだ ことに由来 して ､台湾 の別称

｢Formosa(フォル モサ )｣が誕 生 した と言 わ

れて い る｡

17世紀初頭 ､オ ラ ンダ人が安平 (今 の台南)

に拠 点 をお き､伝 教 ､貿 易 ､各種 生産活動 を

始 めた｡ また ､福 建 省 ､広 東省 沿海部 か ら大

量 の漢 人移 住 民 を労 働 力 と して募集 して土地

開発 を進 めた｡そ の後 ､23年 間 の鄭氏政権 と

200年 以上 にわ た る清 朝 統 治 の過程 で ､漢 人

の移住 が徐 々 に増 え ､漢 人社 会 が形成 され て

いった｡19世紀 末 ､ 日本植 民地支配が 50年

間続 き､鉄 道 ･道 路 ･通 信 ｡電 気 ･港湾 ･衛

生な どのイ ンフラ整備が進 んだ｡1945年第二
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次世 界 大 戦 が終 結 し､や っ と植 民地統 治が終

了 したか と思 う と､今度 は国共 内戦 の結果 や

って きた 中国国 民党 によ り､ 中華 民 国の飯有

す る と ころ とな った｡ この時期 は大 陸反攻 を

国是 と して軍事 が 優先 され ､イ ン フ ラ整備 は

後 回 しにされ た81947年 ､国民党 政権 に対す

る台 湾住 民の怒 りが爆発 して ｢二 ･二 八事件｣

が起 こ り､少な く とも 2万人以 上 の台湾住 民

(本 省 人 2)が虐殺 され た と言 われ て いる｡以

降 ､｢白色 テ ロ｣時代 が続 くこととな った｡

1949年 に戒厳令が実施 され ､次 いで翌年 に

成立 した 国民政府 によ る一党独裁 政治 か ら現

在 に至 る までの約 50年 間 を通観す る と､台湾

の国際 関係 と国 内政治 の変化 は劇 的 な ものだ

った と言 え る｡1971年 に国連か ら脱退 し､ 日

本 とは 1972年 に､ ア メ リカ とは 1979年 に国

交 を断絶 した｡ 1987年 に戒厳 令 が 解 除 され､

1996年 には国民 の直接選 挙 によ る総統選 出が

実施 され て ､国 民党 の一党独裁体 制 が正式 に

終 わ りを告 げた｡そ して､2000年 の総統選 に

は民進発 が政権 を勝 ち取 り､初 めて の政権交

代 を成 し遂 げた｡

台湾 農業 の将来

表1 2003年度カロリーベースの食料自給率

類別 %

穀類 27.3

いも類 24.1

砂糖類 31.6

豆類及び植物油脂 3.5

野菜 (きのこ類を含む) 90.5

果実 . 89.6

肉類 87,7

鶏卵 100.0

魚介類 ー58,3

牛乳及び乳製品 29.3

総合食料自給率 34.6

出所)行政院農業委員会 『糧食供需年報2003年』

より作成｡

さて ､台湾へ行 った ことが あ る人 のなかで ､

南 の国 ､夜 市 ､豊 富 な果 物 な どの印 象 を受 け

た人 は少 な くな い と思 うが ､そ れ は台湾が温

暖 な気候 に恵 まれ ､野菜や 果 実 の 自給 率が 比

較 的高 いか らで ある｡表 1を参考 にす る と､

カ ロ リ- ベー ス の食料 自給率 は 34.6%と同 じ

年 の 日本 (40%) よ りも低 い ことが 明 らか と

な ったが ､類別 で見 る と､野菜 90.5%､果実
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89.6%､肉類 87.7%､魚 介類 158.3%と一定

の水 準 を維 持 して いる02002年台湾が正式 に

wTO に加 入 し､今 後 の食料 自給 率 に どのよ う

な変 化 が 生 じるのか 心 配 な ところ もあ り､今

後 の対 策 の行 方が注 目され る｡

台 湾 は 日本 と同 じよ うに農 業立 国で ある｡

農 業 は台湾 の工業 化 に大 き く貢献 して きたO

そ の背後 に は､1953年 か らの ｢以農業培養 工

業 ､以 工業 発 展農 業 (農 業 で工業 を育 成 し､

工業 で農業 を発展 させ る)｣とい う政策が あ り､

実 際 には前 半 のみが 実 行 され ､後 半 は疎か に

され て きた O 第 - に､農 業 によ り獲得 した資

金 は､軍事 独 裁体 制 を支 え る軍事 費 に回 され､

第 二 に､資 金 の一部 が 上海 か ら移 転 して きた

紡 績企 業 の 保 護 ･育 成 に利用 され た こと､第

三 に､農 民 か ら買 い上 げた農産物 ･農産加 工

品 は､1960年 代 中期 まで 主要輸 出商晶 とな り､

外貨 の獲得 に大 き く責献 した 30上述 の ごとく､

台 湾 の工業 化 は農 業 に大 き く依 存 して きた と

言 え るが ､1960年代 後 半 に入 る と､農業 の衰

退 によ り農 業 開運 が 多 発 し､近代化 のための

農 業 政策が 次 々 と打 ち 出 され るよ うにな った｡

さて ､台 湾 が WTOに加 入 して はや くも 3年

が経 つが ､ さ らな る 自由化 へ の圧 力 に伴 い､

今 後 の衝撃 は いっそ う増 す ことが予想 され る｡

国 内農 業 問題 の焦 点 が 今 rWTO加入 に伴 う衝

撃｣とい った新 た な 問題 意識 にあるなか ､国

内農業 の現 状 と農村 生活 か ら知 って も らお う

と､地元 米 事農特 産 品 の ア ピ-ル を 目的 と し

た 映 画 撮 影 が 台 南 政 府 に よ っ て 試 み られ ､

｢映画 をみ て ､台湾 米 を食べ よ う｣ と国民 に

呼 びか けて い るO興 味深 いので紹 介す る こと

にす る｡映画 のタイ トル は ｢無米楽 4｣､六､

七十 歳 の老 農 たち ､ 1頭 の水牛 ､そ して台湾

の土 地 につ いて のス トー リーで あ る.WTO加

入後 の衝撃 を どの よ うに受 け止 めて いるのか ､

農 民 らの心 境 がそ こで は語 られてお り､農村

生活 と残 され る数 々 の伝 統技 芸 ､稲作文化 と

技術 な ども描 かれて いる｡

台湾 の経 済 発展

台湾 は ア ジ ア NIESの一員 として経済 の急

成長 を遂 げた｡表 2を参考 にす る と､1952年

にはわず か 196ドル だ った- 人 当た りGDPが､

1976年 には 1,000ドル を超 え､1992年 には約

10,000ドル に達 した.しか し､1995年以降 は､

12,000､13,000ドル 代 に留 ま り､低成長へ の

移 行が見 られ る｡

さて､日本経済 の現 状 に 目を向ける と､｢経

済大 国化｣の反面 ､｢農業 中国化 ､食料対外依

存化 ｣が進 んで いる と言 え るが 5､台湾 は どう

な のか ｡経済 大 国化 とまで は行 か な いが ､後

述 の ご とく､工業化 が進 み､農 業 が 疎 か にさ

れて きた ことは事実で ある｡表 2の産業別 GDP

比率 (産 業構 造 推移 ) を見 て 分 か る よ うに､

工業 は 1952年 の 19.7%か ら 1987年 の 46.7%

と成 長 を続 け､それ以降 2003年 の 30.4%ま

で下 が って いる｡そ の間､農 業 は 32.2%か ら

1978年 には 10%を切 り､2003年 にはわずか

1.8%とな った｡ また ､サ ー ビス業 は 1952年

の 48.1%か ら成長 を続 け､1988年 には 50%

を超 え､ 2003年 には 67.8%に至 って いる｡

2004年 の統 計では､工業が 29.5%､サ- ビス

業が 68.7%､農業が 1.7%とな って お り､工

業対 サ ー ビス業が約 3対 了で ､農 業が 2%に

も達 して いな い ことが分 か る｡ この よ うな国

内情 勢 に加 えて､2002年 にはよ うや く WTOの

仲 間入 りが達 成 され たが ､今 後 は台湾 の農業

発展 が懸念 され る｡

表2 台湾の経済成長指標

年度 -人当たりGDP(ドル) 産業別GDP比率 (%)農業 工業 サービス業

1952 ー96 32.2 19.7 48.1

1955 203 29.1 23.2 47.7

ー960 ー54 28.5 26.9 44.6

1965 218 23.6 30.2 46.2

1970 389 ー5.5 36.8 47.7

1975 970 12.7 39.9 47.4

ー976 一,141 一一.4 43.2 45.5

1978 一,58ー 9.4 45,2 45.4

1980 2,348 7.7 45.7 46.6

ー985 3,243 5.8 46.3 47.9

ー987 5,ー92 5.3 46.7 48.0

1988 6,223 5.0 44.8 50.ー

ー990 7,9ー8 4.2 41.2 54.6

1992 ー0,274 3.6 40.ー 56.3

ー995 ー2,488 3.5 36.4 60.1

2000 13,912 2.1 32.4 65.5

2003 ー2,715 1.8 30.4 67.8

出所)行政院主計処 『国民所得統計常用資料』と行政院経済建設

委員会 『TaiwanStatistica一DataBook 2004』16亘より作成

台 湾経 済 の現 状 は さて お き､ この よ うな経

済成 長 の要 因 を何 に求 め るのか は興 味深 い｡

最近 ､ ア ジア NIESの ｢国家主導 型経 済 開発｣

が話 題 にな って い るが ､ はた して台 湾 に もあ

て は ま るのだ ろ うか｡ この間題 は､私 の研 究

テ- マ ｢台湾 の原子 力政策 (仮 題 )｣とも関連

性 が深 い話 な のだが､1950年 代 ～ 1970年代 の

｢白 色 テ ロ｣時 代 は 台 湾 経 済 研 究 の ブ ラ ッ

ク ･ボ ックス で あ り､今 後 の資 料 収集 に力 を
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入れな けれ ばな らな い｡台湾経済成長の牽 引

車 は国営企業で はな く､輸出主導型 の民間中

小企業 にある と言われてお り､台湾経済の発

展要因 を解 明す るためには､歴史 に沿 って研

究 を進 める ことが重要だ と考 える｡その こと

を念頭 にお いて ､台湾の経済成長 を見てみよ

う｡

上記 の ごとく､オ ランダ植 民地時代か ら清

末期 にか けて ､数多 くの生活 に困窮 した農 民

が対岸 の福建省 と広 東省か ら移住 してきた｡

そ の人たち によ り､米 ･砂糖 ｡樟脳 ･茶な ど

の貿易が行われ ､最初の経済発展 につなが っ

た｡次 いで ､ 日本植 民地時代では､ 日本 の食

料基地 としての役割 を担 い､水利開発な どの

農業基盤整備が進 め られ､農業生産 力が増大

し､また､そ の食料 を保管 ｡加工す る軽工業

も芽生えた｡

第二次世界大 戦後 ､国民政府は 日本植 民地

時代の基盤 を利用 して軽工業 を発展 させ ､重

工業化 を図った｡1974年､国家主導型の経済

開発 によ り､交 通運輸 と重工業が重点 とされ

る ｢国家十大建設｣が行われた｡それは､蒋

介石政権時代 の農 業 ､軽工業主体 の台湾工業

を重化学主体 に切 り替 えるもので､台車港 ･

蘇湊港 ｡桃 園国際空港 ･北回 り鉄道 ･南北高

速道路 ･鉄道電化 のイ ンフラ建設､鉄鋼 ･造

船 ･石 油化学工業 ･原子 力発電所の建設がそ

の内容 であ る｡ 計画 の背景には､政治的要因

と経済 的要 因が あ り､国連脱退､アメ リカ ｡

日本 との断交な ど一連の国際的孤立 ､ニ クソ

ンショックと 1973年～1974年の石油危機が

挙 げ られ る 6｡これ らの国際的契機 によ り､国

民党政府 は台湾で の ｢仮住 まい｣か ら ｢定住

化｣へ と転換 して いった｡また､｢国家十大建

設｣は､交通 の便利化 と就職機会 の創 出､そ

して経済発展 につなが った とされている｡

さて ､国家が本格 的 に経済建設 を始めたの

は 1970年代半 ば になるが､民間中小企業の動

き とは どのよ うな ものであ り､ どのように台

湾 の経済発展へ とつなが ったのだ ろう｡1960

年代後 半､台湾 の輸 出商品は農産物 ･農産加

工品か ら工業製 品へ と移行 し､それ もまた外

貨獲得 に大 き く貴献 した｡その背景 には､民

間中小企業が外資 と結びついて､輸出加工業

者 に発展 した ことが あ り､1970年代に入 ると､

彼 らの活躍 によ り､貿易収支の黒字が いっそ

う拡大 し､経済成長が加速化 した｡ところが､

1985年 のプラザ合意､1987年の戒厳令の解除､

また､ 中国やイ ン ドの台頭な ど国内外の要因
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を受 けて､民間中小企 業 の生産拠点 は東南 ア

ジア､中国へ とシフ トして いき､産業の空洞

化 間違が浮上 している｡

台湾の原子力政策

台湾 は 日本 同様エネルギ-資源 に乏 しく､

96%以上 を輸入 に頼 ってお り､供給安定性 の

確保 を図るために､｢エネルギ-源 の多様化 ｣

が政策 の一環 とされて きたo現在運転 中の原

子 力発電所は､第 1-第 3原子 力発電所の各 2

基 ､合計 6基があ り､運転 と所有 は全て国営

電 力会社 の台湾電力によるもので ､電 力供給

量の 21.5% (2003年の実績) を占めて いる｡

1986年チェル ノブイ リ事故 7発生後 ､原子 力

利用 の安全性が国内で も注 目され るよ うにな

り､｢原子力の利用｣と ｢持続可能 な発展｣の

両者 の均衡問題が重要 な課題 とな ったO建設

中の第 4原子 力発電所 は､2000年 の総統選挙

で原発ス トップを政策 に掲 げた民進党が勝利

を収 めた ことで､政権 の発足 とほぼ同時 に再

検討委員会が設け られ､同年 10月に建設 中止

が発表 された｡ ところが ､二度 目の逆転が生

じ､建設 中止 の理 由 として電 力不足 を否定 し

たはずの民進党政権が､建設続行 (2001年 2

月) と既存原発の早期廃棄 とい うわ けのわか

らない妥協 をする｡

壕一度 核二厳
(台北舶石門緋) (台北鶴首星章的

菅田磨
く台北賎貢寮脚)

く尿素舶怪事餅)

図1 台湾の原子力発電所の分布地図

出所)行政院原子能委員会

(http://www.aec.gov.tw/www/index.php)

台湾 は国土が狭 いわ りに原子 力発電所が多

く､しか も北部 に偏 って いる (図 1参照)｡第

I-第 4原子 力発電所 の建設 は､両帝時代 の

｢既定政策｣と言われてお り､小 さな島に 4つ

もの原子 力発電所 を計画 した要 因を私 は探 り

たい と思 う｡それ は､安定 したエネルギー源
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｢台湾｣ と台湾の原子力開発 (蘇)

の確保 ､米 輸 出大銀行 か らの魅 力的な融 資な

ど要 因は複雑 に思 え る ｡ また､原発推進か ら

反原発 に至 った経緯 も興 味深 い｡その転換点

とな った のが ､チ ェル ノブイ リ事故 と戒厳令

の解 除だ と歴 史 的 にみて考 え られ る｡何故 な

らば､1947年 に戒厳令が発令 されてか ら 40

年間､台湾 国民 には集会 ･結社 の 自由がな く､

政府 に対 して請願 す る ことができなか ったO

やが て 1987年 に戒厳令が廃止 され ､民主化が

芽 生え始 めた頃 ､第 4原発計画 (最初 に計画

が提 出され たの は 1980年)が浮上 し､建設予

定地 に選定 され た貢寮郷塩寮 の住 民 による反

核 自救会 が 結 成 され ､そ の運動 を台湾全土 の

環境 保護 団体 が支 えて きた｡

また ､政 策転換 に至 った要 因には､原子 炉

事故 の発 生 ､廃棄 物 の処理問題､建設や運転

の高 コス トな どと幅広 く挙 げ られ るが ､ これ

もまた資料 によ る検 証が必要 とされ るO最後

に､第 4原子 力発電所 について立 ち入 って言

えば､原子 炉 はゼ ネ ラル ･エ レク トリック(GE)

社 の受注 に よ る ものだが ､原子 炉系統 の多 く

は GE社 の下請 けの形で 日立 と東芝が製作 を

担 当 して い るため に､｢日本初 の原発輸出｣と

も言われて い る｡ だか らこそ ､私 として は 日

本留学 を機 に､第 4原子 力発電所 をめ ぐる 日

本 と台湾 の利 害 関係 も十分 に考察 した上で ､

｢台湾 の原 子 力政策｣について あ らゆる側 面

か ら研 究 の メス を入れたいと心が けている｡

(注)

1 オース トロネ シア語族 (Austronesian

languagefamHy)に同 じO台湾か ら東南ア

ジア島峡部 ､マ ダガスカル ､南太 平洋 に広

が る言語群で あ る｡ この うち台湾原住 民の

詩語が語学的 に最 も古 い形 を保 ってお り､

考古学的な証拠 と併せて ､オ- ス トロネシ

ア語族 は台湾か らフィ リピン､イ ン ドネ シ

ア､マ レー シア と南下 し､西暦 5世紀 にイ

ン ド洋 を越 えてマ ダ ガス カル 島 に達 し､ さ

らに東 の南太平洋 の島々 に拡散 した とされ

る｡

2 1945年 に 日本が太平洋戦争 に敗戦 し､中華

民国へ台湾が帰属す る以 前 か ら台湾 に住 ん

で いた漢 民族 と､そ の子 孫 の事 O多 くの本

省人は明代 の頃か ら日本統 治 時代 にか けて

台湾へ渡来 し定住 した と言 われ てお り､福

建系 と客家系が ある0

3 石 田洛 『台湾経済 の構造 と展 開 (第 2版)

台湾は ｢開発独裁｣のモデルか』大 月書店､

2003年､49頁｡

4 映画 タイ トルの 由来 は ､｢米 が な くて も楽
しく生きる｣ とい う老 農 の 生活 にお ける楽

観哲学である

(http://www.happyrice.com.tw/index.asp 参

照)0

5 曙峻衆三 『日本 の農業 150年- 1850-2000

年』有斐閣ブ ックス ､2003年O

6 石 田浩､前掲書､39頁｡

7 チ ェル ノブイ リ事 故 で 汚 染 され た地 域 は

160,000km2を超 え､台湾 国土 の ほぼ 5倍で

ある｡

(京都大学大学院経済 学研究科)
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